
 

 令和６年７月１６日 

株式会社 中国銀行 

 

総社市との企業版ふるさと納税の推進に関する契約の締結について 

 

  中国銀行（岡山市北区丸の内一丁目１５番２０号 頭取 加藤 貞則）は、総社市（総社市

中央一丁目１－１ 市長 片岡 聡一）が取組む企業版ふるさと納税の推進に関する契約を

締結いたしましたのでお知らせいたします。 

  

 

 

１．目 的 

       総社市の企業版ふるさと納税対象事業に関する情報を、寄附を検討している当行の

お取引き先さまに提供し、本制度の活用を促進することにより、官民連携事業の創出

を通じた地方創生の実現を目的としています。 

  

 

２．取組み開始日 

  ２０２４年７月１６日（火） 

 

 

３．総社市長からのメッセージ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

総社市は、「あなたにとって一番やさしいまち 

そうじゃ」を目指すべきまちの在り方と定め、

一人ひとりが安心して生活できるまちの実現に

取り組んでいます。 

「障がい者１５００人雇用」やドア to ドアのデ

マンド型地域公共交通「雪舟くん」など、とこ

とん市民に寄り添う「総社流政策」を実現する

ほか、「能登半島地震支援のためのボランティア

テント村開設」など災害支援に力を入れ、防災

力の高いまちづくりを実践しています。 

挑戦し続ける都市・総社市の更なる発展のため、

寄附金という形でご支援・ご協力いただけると

幸いでございます。 

片岡 聡一市長 



【企業版ふるさと納税について】 

 ２０１６年度に創設された企業版ふるさと納税は、国が認定した地域再生計画に位置付

けられる地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附をおこなった場合に、

法人関係税から税額控除する仕組みです 

 企業版ふるさと納税を活用することにより、地方公共団体にとって、地方創生プロジェ

クトへの資金調達ができ、寄附企業にとっては地方創生プロジェクトに寄附することで地

域貢献が可能になるとともに、地方公共団体とのパートナーシップ構築のきっかけとなり

地域資源を活かした新事業の展開に繋がる可能性があります。 

 

 

【該当するＳＤＧｓ目標】 

 

 

 

 

 

以   上 

本件に関するお問い合わせ先（TEL ０８６‐２２３‐３１１１） 

地方創生 SDGs 推進部  武井（内線 ２３４６） 

広報センター   内山（内線 ２３８７） 


